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Ⅰ 本稿の趣旨 

 

１． 本稿の趣旨 

 国立教育政策研究所では、東京大学政策ビジョン研究センターとの共同研究

として、平成 23 年度科学研究費補助金特別研究促進費（２年間）の配分を受け

て、「学術振興施策に資するための大学への投資効果等に関する調査研究」を実

施している。本稿は、その調査研究の一環として、日本の大学評価制度及び国

内外の主要な大学評価活動について、その趣旨・性格及び趣旨・性格に基づく

相互の位置付けを整理するとともに、評価の内容、特に大学教育に関する評価

の内容を分析し、その全体を考察することによって、大学に対する資源投入を

確保する観点から大学の社会的効用、とりわけ大学教育の社会的効用を理論的

に明らかにし、可視化する上での示唆を得ようするものである。 

 このことについて、以下２．から４．において詳しく論じる。 

 

２． 大学評価を求める社会的な状況 

 

１） 資源投入に関する社会的効果と効率性の重視 

日本は人口減少局面に入り、かつてのような経済成長が望めない状況を迎え

ている。これに伴い人員、資金などの投入可能資源総量の限界あるいは減少が

意識され、すべての社会システムにおいて資源投入の社会的効果とその効率性

が問われるようになってきている。 

これまで教育、研究、あるいは医療、芸術などについては、当該分野での意

義や必要が疎明されれば、それだけで当該活動やそれらの基盤となるシステム

の整備等に対する資源投入が社会的に支持されてきた。教育については、多く

の場合、アプリオリに、研究については学術上の意義や必要が認められれば、

それだけで相当規模の資源投入が社会的に是認された。しかし、冒頭に述べた

ように人口減少と経済の停滞の下で、資源制約感や効果と効率を求める意識が

広範に形成されてきている。人格形成上あるいは学術上の意義あるいは必要は、

もはやそれだけで資源投入を正当化するものではなくなっているのではないか

と考えられる。 



このことを論じることが本稿の趣旨でないので、詳細な例証を避けるが、経

済財政諮問会議(2001-2011)の議論とそれに基づく政府の財政運営方針、近年の

総合科学技術会議の議論とそれに基づく研究資金投入の重点化や対象の絞り込

みには、ここで述べたことを裏付ける記述を容易に見出すことができる。 

 

２）教育と研究に関するコストの増加 

一方、教育と研究に必要なコストは逓増傾向にある。教育においては高校か

ら大学へ、大学の学部から大学院へ重心が移っている。ここでも詳細な例証を

避けるが、大学進学率の推移、理工農系及び保健系学部卒業者の大学院進学率、

法科大学院や教職大学院など専門職大学院の拡大状況を確認することは容易で

ある。今後、さらに博士課程進学者が拡大すると思われる。これらに伴って一

人当たりの教育に要するコストも、大学全体での教育に要するコストも当然に

増大する。 

研究においても、特に基礎研究においては、一定の成果を達成するのに要す

る経費は逓増傾向にある。ここでも詳細な例証を避けるが、数物実験系研究に

おいては新たな知見を得、あるいは実験によって確認するための実験装置の規

模や必要エネルギーは拡大しているし、ライフサイエンス実験系研究において

はより多数の実験動物やより人間に近い実験動物が必要とされるようになって

いる。コンピュータを用いた革新的なシミュレーション研究技法が開発されな

い限り、コストは増加し続けると思われる。 

 

３）追加的な資源投入に関する判断基準における社会的効用の優先 

 １）に述べた状況の下で、大学に対する公財政支出その他の資源投入に関し

て、社会的効果とその効率性がより厳しく問われるようになってきている。例

えば、国立大学の物品やサービスの調達の競争性や国立大学のキャンパスの縮

小など、既定の予算支出や既に出資されている財産についての社会的効用や効

率性を求める議論が公式な場で行われている。 

ましてや大学に対する追加的な公財政出その他の資源投入はより厳しい環境

を迎えている。２）に述べた教育と研究のコストの逓増は、結果的に、教育と

研究への追加資源投入についての資源投入単位当たりの効果を逓減することに

なり、追加的資源投入環境が厳しさを増すのは避けられない。今後、追加的な

資源投入を要する教育組織の整備と研究計画の実施に関する関係行政機関の選

択・承認はよりシビアになり、資源投入による社会的な効用、それも目に見え

る形での現実的な効用が高いものが優先されることになると予想される。 

 

４）大学評価に対する期待―社会的効用の反映と資源投入の判断基準として 



これまで述べてきた状況の下で、大学に対する資源投入の判断基準として大

学評価に対する社会的期待が高まっている。この点について敷衍すれば、大学

の研究活動の多くは競争的資金によって支えられ、また教育や社会貢献その他

の大型プロジェクト活動にも競争的資金が投入されるようになり、競争的資金

の投入に際してはそれぞれ一定の評価手続きを経ている。したがって「大学に

対する資源投入の判断基準として」という表現は、より正確には「大学の組織

を維持し、一般的な教育活動を支えるための資源投入の判断基準として」と言

うべきであろう。 

また、「大学評価に対する期待が高まっている」こと自体についての詳細な例

証を避けるが、国立大学法人化に際して教育研究活動の状況を含めた法人評価

制度が導入されたこと、経済財政諮問会議(2001-2011)や国家戦略会議における

議論、経済団体による各種の提言に、それを裏付ける記述を容易に見出すこと

ができる。 

さらに期待されている大学評価は、これまでのような大学の教育研究の改善、

水準の向上等を目的として、大学関係者にとってのあるべき大学像やあるべき

教育研究の姿という視点からの評価でなく、資源投入による社会的効果を高め、

より効率的な資源投入を実現することを目的として、社会的効用の有無、大小

を的確に反映するスタイルと指標により、資源投入に係る実用的な判断基準と

なりうるものである。 

 

３．大学に対する資源投入を確保する観点からの大学の教育研究の社会的効用

の可視化と大学評価の必要性 

 

１）社会的効用の可視化の必要性 

前節１）で述べたように、これまで大学の教育と教育研究活動を支える基盤

の整備については、それらに一定の社会的な効用があることが証明抜きで合意

され、それらに対する相当規模の資源投入が社会的に是認されてきた。例えば、

社会的に影響力を持つ人々、主要な社会活動を支える人々の間で、「教育は国家

百年の計」との標語が共有され、それによって代表される価値観が当然視され

てきた。あるいは、「大学での勉強は実社会では役に立たない」など大学教育に

実質的な意義を認めないことが一般的な社会的風潮として受け止められている

一方で、大学入学試験による選抜効果、受験勉強による知的及び精神的な成長

は暗黙のうちに社会的に幅広く認められている。 

これに対して、学歴区分による生涯賃金の相違などから大学教育の社会的効

用を理論的に示すなどのアプローチが教育社会学においてなされ、一定の成果

を挙げてきた(1)。しかし、このアプローチでは、大学教育を通じてより高度の人



材が育成されることにおいて社会総体の効用が増大すること自体は示されるが、

それは大学教育を受けた各個人の受益、賃金という形で得られた受益の合計で

あり、それを超えた社会自体が直接受益する効用があることが必ずしも示され

ない。それでは、受益者負担の原則により、大学の教育研究に要する経費を、

その受益範囲内で、個人の負担＝学費に転嫁する、国立大学にコストを反映し

た学部別授業料を導入する、あるいは教育活動については国公私立大学を通じ

て学生一人当たり同額の公財政支出とするなどの主張に対して理論的に対抗で

きないと考えられる。 

特に、人口減少等に関連して、各種の社会システムに対する資源投入につい

てより明確な社会的効果と効率が求められるようになると、大学教育及び教育

研究活動を支える基盤の整備に対する持続的な公財政支出その他の資源投入を

確保するためには、大学教育及び教育研究活動を支える基盤の整備のもたらす

社会的な効用、個人の受益を超える社会自体が直接受益する効用を理論的に明

らかにし、可視化することが必要と考える。このような観点から、国立教育政

策研究所では、東京大学政策ビジョン研究センターとの共同研究として、平成

23 年度科学研究費補助金特別研究促進費（２年間）の配分を受けて、「学術振興

施策に資するための大学への投資効果等に関する調査研究」を実施している。 

 

（１）Theodore W. Schultz「Investment in Education」（1961）、矢野真和「教育の経済学」（1982）、島一則「大

学進学行動の経済分析」（1999）など 

 

２）社会的効用を反映した大学評価の在り方 

前節４）で大学評価に社会的な期待が高まっていること、そして求められて

いる大学評価は資源投入による社会的効果を高め、より効率的な資源投入を実

現することを目的として、社会的効用の有無、大小を的確に反映するスタイル

と指標により、資源投入に係る実用的判断基準となりうるものと述べた。しか

し、社会的な効用を反映するといっても、それが大学の外にいる大学教育の利

害関係者（例えば企業、財政担当者、政治家等）の価値観に基づく効用や主観

的な判断等を一方的に反映したもの、あるいは大学の教育研究の改善や水準の

向上等に結びつかないものであってはならないことは言うまでもない。大学の

教育研究上の特性が尊重され、活動計画の策定と実施、構成員の決定、及び組

織の管理に関する大学の独自性が確保されなければ、その教育、研究等に関す

る独特で優れた機能を発揮できず、結果的に社会的効用が生み出されないこと

になってしまう。 

そうであれば、社会的効用を反映し、資源投入に係る実用的な判断基準とな

りうる大学評価のスタイルと指標は、１）で述べた大学教育及び教育研究活動



を支える基盤の整備のもたらす社会的な効用、それも個人の受益を超える社会

自体が直接受益する効用を理論的に明らかにする研究の成果の上に、大学関係

者も参加して設計、構築されなければならない。 

 

４．大学教育の社会的効用を可視化するという観点からの大学評価に関する研

究の有用性 

 

筆者が「２．大学評価を求める社会的な状況」及び「３．大学に対する資源

投入を確保する観点からの大学の教育研究の社会的効用の可視化と大学評価の

必要性」で述べてきたことは、筆者の創意によるものでなく、既に多くの大学

内外の関係者によって考えられ、提唱され、試みられてきたことと思われる。

また、日本独自の状況でもなく、世界的な広がりを持つ傾向と思われる。ここ

でも詳細な例証を避けるが、近年、世界各地で大学評価制度が整備され、各種

の評価活動が展開、拡大してきていること、国際的に大学教育の質保証やその

ためシステム構築の必要性が強調され、学習成果アセスメント等が試みられて

いることは、これまで述べてきたような認識が多くの関係者に共有されている

ことの反映ではないかと思われる。 

すなわち、大学の社会的効用を理論的に明らかにし、可視化することについ

ての問題認識と試みがあり、その上で、それらの成果を反映するべく様々な大

学評価制度が導入され、評価活動が展開されていると考えることができる。 

そのような仮定に立てば、様々な大学評価制度と評価活動を分析、考察する

ことによって、逆に大学の社会的効用を理論的に明らかにし、可視化しようと

する様々な試みの内容やその成果をあぶり出し、整理することができるのでは

ないかと考えられる。 

 

Ⅱ 本論 

 

１． 評価活動の分類 

１）価値の評価や査定 

 日本語の評価は価（あたい）を評するということであり、英語の evaluation

は仏語の évaluation に由来し、valeur（価値 英 value）から派生している。近

縁語には valoir （動詞：－の値段である）がある。このように評価は、本来、

価値の算定、見積りなど価値評価を本旨とするものであり、企業の株式時価総

額による企業価値評価がその典型的な事例であろう。価値の評価とは方向が逆

であるが損害の査定等もこれと同様のものと考えていいだろう。また、特定の

価値観に基づく具体的な状況等を示す数値によって順位付けしたランキングや



特定の価値観に基づく具体的な状況を相対的に比較した相対評価もこの分類に

含むこととしてよいだろう。 

 

２）価値評価という認識が薄いもの、価値評価の要素に欠けるもの 

 一方、評価という語を用いながら、その本来の価値評価という認識が希薄に

なっているものもあり、あるいは価値評価という要素に欠ける評価活動もある。 

 前者には、工事や製造など一定の過程完了後、あるいは当該評価時点で、当

該評価要素の特定の価値観に係る具体的な状況を数値により示すものの、それ

が一定の専門的評価が得られる段階に達しているどうかを評価結果として示す

評価活動(2)が該当する。そのような場合には価値評価という認識が希薄になる。

これに対して、予め一定の等級が設定され、測定結果がいずれの等級に該当す

るかを評価結果として示すような場合には価値評価という認識が残るが、たと

え低位等級であっても一定の専門的評価が得られる段階に達したものとする社

会的認識が形成されれば(3)、やはり価値評価という認識は希薄になる。 

 

（２） 環境影響評価法による環境影響評価においては、数多くの環境要素について現況調査を踏まえた事業実施後変

動を予測し、当該予測値がそれぞれの環境要素に関する基準値内にとどまるかどうか、あるいは現況を悪化させ

るかどうかを明らかにしている。個々の環境要素に関する現況調査や変動予測は特定の価値観に基づく当該環境

要素の具体的な状況を示すものではあるが、評価結果は当該事業に係る変動予測結果が当該環境基準値にとどま

ること等を確認して事業実施を是認するか、そのように確認できないとして事業実施を差し止めるものとして受

け止められている。 

（３） 住宅の品質確保の促進等に関する法律による住宅性能表示では、例えば、共同住宅の構造躯体の損傷防止に係

る耐震性能について三段階の等級を設定し、国が指定した評価機関がいずれの等級に該当するかを評価している。

大半の共同住宅が最低位の「等級１」にあると評価されているが、社会的には当該評価によって一定の耐震性能

が認定されたと受け止められている。 

 

 評価という語を用いながら価値評価という要素に欠けるものには、設定した

目標等の一定期間経過後の達成状況を明らかにする評価活動がある。日本の多

くの企業や官庁における正規の人事評価システムがこのタイプの評価の典型事

例であろう。 

また、許認可等された事業等について、事業完了後あるいは一定期間経過後

に事業計画等の達成状況や許認可等要件の充足状況を確認する評価活動もこの

範疇に含むことしてよいだろう。 

 

１）及び２）で述べたことを整理してシート１に図示する。 



 
 

２. 日本における大学に関する評価制度と評価活動の全体状況 

１） 用語と概念の混乱 

 日本では、以下に示すように、大学や大学の教育と研究に関して多くの様々

な評価活動が展開されている。しかしながら、それらをその趣旨、性格等に基

づいて分類したり、評価活動に用いられている用語や概念を整理することは、

残念ながら十分には行われていない(4)。また、評価に関する概念の整理や評価活

動の分類をせずに、評価という語が用いられる活動を一括して“大学教員の評

価疲れ”、“評価制度の簡素化”、“評価結果を資源配分により反映”など議論が

行われ、時に暴論とも思える意見が堂々と陳述されこともある。 

 

（４）国立教育政策研究所のプロジェクト研究「大学評価指標の在り方に関する調査研究」には、研究所外部の大学

評価に関する研究者数人が参加しており、研究会の場で大学に関する評価活動を性格等から分類し、概念や用語

を整理した研究成果の有無やその内容を話し合ったが特段の研究成果は確認されていない。 

 

日本における大学に関する評価活動を俯瞰すると、評価という語を用いて 1．

のシート１中の A に該当するものもあれば、C に該当するものある。その一方

で、評価という語を用いずに実質的に A や B に該当する機能を発揮しているも



のもある。 

これを敷衍すると、評価という語を用いて A 価値評価 evaluation の機能を有

する評価活動には、国立大学法人法に基づく国立大学法人評価中の「教育研究

に関する現況分析」の一部が該当する。それ以外の国立大学法人評価は、C の

範疇の中の設定した目標等の一定期間経過後の達成状況を明らかにするも

の・・達成度評価 achievement evaluation, review に該当する。また、学校教

育法に基づく認証評価は、同じく C の範疇の中の一定期間経過後の事業計画達

成状況や許認可要件充足状況の確認・・計画された、あるいは要件とされた質

や水準等の認定 certification に該当する。 

 これに対して、日本学振興会の発表する研究機関別科学研究費補助金採択状

況、法務省の発表する大学別司法試験合格状況、受験雑誌等による大学受験偏

差値ランキングなどは、評価という語は用いていないが、実質的に A 価値評価 

evaluation に該当すると考えられる。また、グローバル COE、WPI、グローバ

ル 30 など大学の組織的活動に対する大型の競争的補助金の採択結果は、本来、

それぞれの補助金の採択要件に係る評価要素の具体的な状況の調査や数値化に

よる相対評価を反映したものであるが、一般的には当該大学の教育研究体制や

教育研究活動の総体が一定の専門的な評価が得られる段階に到達している状況

を明らかにするものと受け止められているので、社会的な機能としては B の範

疇の中の性能評価 performance evaluation に該当すると考えられる。 

 これら個別の評価制度及び評価活動の概要等については３．以降で詳述する。 

 

２） 自己点検・自己評価を基盤とする評価制度 

 日本における大学に関する評価活動の全体状況を諸外国のそれと比較したと

き、特徴的なことは、評価という語を用いる評価活動が法令等に根拠を持つ評

価制度に拠るものに限られていること、及びそれらの評価活動がすべて自己点

検・自己評価を基盤としていることである。すなわち大学評価制度に拠る評価

活動は、すべて自己評価・自己点検の前置主義に立つとともに、多くの場合、

実態として当該自己評価・自己点検の妥当性を確認するものとなっている。 

このことは、一つには大学制度に評価の仕組みを導入、発展させてきた際の

経緯によるものと考えられる。もう一つには、大学評価制度による評価活動の

大半が価値評価 evaluation の機能を有さず、設定した目標の達成状況の確認

review、求められる要件の充足状況の確認 certification であることによると考

えられる。 

 大学制度に評価の仕組みを導入し、発展させてきた経緯をシート２に示す。 

 

シート２ 大学評価制度の導入の経緯 



① 大学審議会 → 自己評価・自己点検の努力義務化 

 （1991 年）（大学設置基準改正） 

② 自己評価・自己点検とその結果公表の義務化、 

  当該自己評価・自己点検結果に関する学外者による検証の努力義務化 

 （1999 年）（大学設置基準改正） 

  

 1999 年 3 月 佐々木高等教育局長の参・文教科学委員会における答弁 

  “自己点検、自己評価・・平成 9年 10 月・・88％の大学で実施“  

→ 大学設置基準改正（9月） 

 

③ 大学評価機関の設置（2000 年）（国立学校設置法改正＊） 

   ＊国立学校設置法上の特別な機関として大学評価・学位授与機構を設置するための改正 

 

 1998.10 大学審議会答申 国立大学を主たる対象、 

公私立大学は設置者の希望による 

 

 2000.3 学位授与機構を大学評価・学位授与機構に改組転換 

（国立学校設置法改正） 

     

  評価 ： 設置者の要請に基づき実施（国立学校設置法施行規則）  

     運用において、私立大学は、当分の間、第三者評価の対象としない 

 

④ 認証評価制度の導入（2002.11）（学校教育法改正）（実施は 2004 年から） 

 

 法科大学院制度の創設に際していわゆる連携法による適格認定制度の導入 

 構造改革による大学設置認可の規制緩和に対応した事後確認制度の導入  

 

  シート２のうち、③大学評価機関の設置について敷衍すると、国会の議事録に

は 1998 年の春から夏、さらに翌年冬にかけて第三者評価制度に関する文部省の

方針が変化していった様子が明瞭に現れている。すなわち、1998 年 3 月の衆議

院予算委員会第三分科会で町村大臣が「・・私立であると国公立大学であると

を問わず、・・自己改革努力大学側に促していきたい・・」と答弁し、同年 6月

の大学審議会中間まとめ（国立大学を主たる対象とし、公私立大学については

設置者の希望による）を踏まえながらも、同年 10 月の衆議院文教員会で有馬大

臣が「・・民間によって行われている様々な評価とも相まって・・多元的な評

価システムを確立し、・・私学も含めて国公私立全体を含めまして・・高等教育



全体の質的充実が図られることが重要・・」と答弁したのに対して、翌年 2 月

の衆議院文教員会で中曽根大臣が「・・私立大学については当分の間は評価を

行わない予定・・」とその後に制定された省令の規定内容と異なる運用方針を

明確にした。 

 

３．認証評価制度 

このような設置者によって取り扱いを異にするいびつな第三者評価制度は認

証評価制度の導入によって終了した。 

 認証評価制度は、シート３に示すように、内閣の規制緩和政策の一環として、

大学設置認可を量的規制の観点からの裁量行為から、要件を充足するものを認

めるという覊束行為に転換したことに対応して、大学設置認可に対応する事後

確認として設けられた。1．に示した分類では、C の範疇の質や水準等の認定 

certification に該当する。 

認証評価制度が先行した第三者評価制度の轍を踏まず私立大学にも適用され

たのは、制度創設の前年に司法制度改革審議会意見書に「第三者評価(適格認定)

を継続的に実施」することが示されたため、法科大学院設置を計画する大学を

中心に制度導入を是認したことによると考えられる。 

 

 



 

 認証評価制度の導入に際して、2002 年 4 月の中央教育審議会中間報告にあっ

た適格認定という用語が同年 8 月の答申で消え、新たな第三者評価制度の導入

であることが強調された。そして学校教育法改正に際して認証評価という語が

用いられた。これは従前の第三者評価を廃し、それに代わるものとして認証評

価制度を位置付けるという政策意図の反映と考えられるが、本来、適格認定と

いう用語の方が相応しい性格の制度に「評価」という語を用いたことが関係者

による制度理解を混乱させたことは否めない。ちなみに法律改正に際して内閣

法制局に提出した資料では、「認証評価」は accreditation の訳語であるとされ

ている。 

認証評価制度のモデルとなった米国のアクレディテーション accreditation は、

州政府等による公共的教育機関などとして認可等と別に、大学本体を東海岸、

中西部、西海岸等の地域別団体が認定し、各大学の専門分野別教育プログラム

を専門分野別の団体が認定する仕組みである。アクレディテーションを得て初

めて大学として、あるいは当該分野の学位授与機関として社会的に認知される。

1988 年に文部省高等教育局大学課がアクレディテーション調査のためにアクレ

ディテーションに参加同行させた大学研究者からの報告では、数人の評価担当

者が、１週間程度現地に宿泊し、例えば、体育館に過去数年間の答案用紙を並

べさせ、学生に向けた教員の書き込みがどの程度あるか確認するなど綿密に調

査し、各評価者の名前と責任において評価レポートを作成、公表するという非

常に厳しいものであった。しかし、国立大学法人化に関連して文部科学省高等

教育局の要請でアクレディテーションに参加同行した研究者の報告によれば、

1988 年の頃とは状況が変化し、それほど厳しくないとのことである。 

 

４．国立大学法人評価制度 

 国立大学法人評価は、二つの部分から構成されている。一つは、独立行政法

人通則法及びそれを準用する国立大学法人法に基づく、中期目標期間ごとの目

標達成状況の確認及び達成度の評価である。これは 1．に示した分類の C の範

疇の達成度評価 review に該当する。 

もう一つは国立大学法人法に基づく教育研究に関する現況分析で、前期中期

目標期間終了時の現況分析と比較することにより教育研究の質の向上度が測定

される。教育研究に関する現況分析は、国立大学法人法により大学評価・学位

授与機構が実施し、教育の実施体制、教育内容、教育方法、学業の成果及び進

路・就職の状況の教育関連５項目、並びに研究活動の状況及び研究成果の研究

関連２項目で行われている。このうち、教育内容、教育方法、学業の成果及び

研究活動の状況については、現況分析と言いつつも、実際は各国立大学法人が



設定した目標設定の達成状況に関する自己評価とその結果の妥当性を確認する

ものとなっている(5)。進路・就職の状況については、就職率や各法科大学院の司

法試験合格状況等など一部が客観的な状況に基づく評価で、他が各国立大学法

人の設定した目標設定の達成状況に関する自己評価とその結果の妥当性を確認

するものとなっている。研究成果については、論文数や引用頻度、外部資金や

産学連携実績などが客観的な状況に基づく評価で、他が各国立大学法人の設定

した目標設定の達成状況に関する自己評価とその結果の妥当性を確認するもの

となっている。 

 

（５）国立大学評価委員会における大学評価・学位授与機構・川口理事説明用メモ（2011.5）及び「大学評価・学位

授与機構が実施した国立大学法人等の第１期中期目標期間における教育研究の状況の評価について」（大学評価

学位授与機構）（2011.5） 

 

すなわち進路・就職の状況及び研究成果の一部が 1．の分類の B の範疇の段

階別の性能等の評価に該当するだけで、それ以外は実質的に C の範疇の達成度

評価 review である。 

 

５．大学評価・学位授与機構の取り組み 

このような日本における大学評価制度の状況は国際的な評価活動のとの比較

においても改善の余地が大きい。認証評価事業の実施主体でもあり、国立大学

法人評価における教育研究の現況分析を担う大学評価・学位授与機構は主体的

に改善の取り組みを進めている。 

その一つは大学評価、大学の質保証に関する国際的な協議、研究に参加する

ことで、その一環として 2010 年 3 月には中国及び韓国の相当機関との間で日中

韓大学質保証機関協議会の結成を結成した。 

 また、認証評価制度を通じた大学教育の質保証を実質化し、そのことに関す

る国際的通用性を確保する観点から、制度導入後 7 年を経た第二期に向けて、

教育情報の公表、修得主義に基づく教育成果の保証を認証評価対象に追加した。 

 さらに 2012 年から大学機関別選択評価を実施することとしている。大学評

価・学位授与機構の設立時からの目的であった、単なる適格認定ではない、第

三者評価を実施しようとするもので、大学の要請に基づき、研究活動と教育エ

クステンション、産学連携などの地域貢献活動のいずれか又は両方について評

価し、あらかじめ設定した４段階のいずれに該当するかを認定する予定である(6)。 

 

（６） 平成 23 年 6月大学評価・学位授与機構大学機関別認証評価等説明会資料から 

 



 大学機関別選択評価が実施された段階でのシート１上での日本の大学評価制

度の位置付けをシート 4に示す。 

 

 

６. 評価という語を用いない評価活動 

評価という語を用いない大学に関する評価活動の主要例を以下に示す。 

 

１） 科学研究費補助金の研究機関別採択状況 

 独立行政法人日本学術振興会では、毎年、科学研究費補助金の採択結果及び

関連データを公表している。その一環として研究機関別の採択件数及び配分額

が公表され、大学関係者には研究面での大学の実力を端的に示すものとして受

け止められている。 

 



 

（シート５は、日本学術振興会の公表資料中の参考資料４「研究者が所属する研究機関別配分件数上位３０機関（平成

２４年度新規採択＋継続分）」中の上位２０機関だけを取り出し、脚注を省略したもの） 

 

２）評価に基づく大学への競争的な資金配分 

 詳細な例証を避けるが、これまで経済財政諮問会議や国家戦略会議において、

大学への資金配分について、しばしば評価に基づく資金配分の必要性や機械的

配分から競争的配分への転換等が強調されてきた。しかし、２１世紀に入って

から、大学への公財政支出においては、評価に基づく競争的な配分比率が拡大

してきている。 

 シート６は、2001 年度から 2011 年度までの政府予算で、大学に対する公財

政支出と主として大学に配分される競争的研究資金の合計額における競争的に

配分される資金の割合を示したものである。競争的に配分される資金には、科

学研究費補助金の総額、文部科学省所管の科学技術関連の一般的な競争的資金

の大学への配分額、いわゆるＧＰや２１世紀ＣＯＥなど大学の組織的な活動に

対する競争的補助金、国立大学運営費交付金中の特別教育研究経費が含まれる。



2004 年以降の大学への公財政支出には国立大学施設費補助金が含まれていない

こと、科学技術関連の競争的研究資金にライフサイエンスや産学連携など特定

分野・機能等の競争的資金が含まれていないことなど、ラフな比較ではあるが

傾向は明確に示されている。 

何よりもここで強調したいことは、4800 億円を超える公財政支出に相当する

非常に多数の申請に係る大学や教育研究活動等の計画が第三者により評価され、

相対的に位置付けされていることである。 

 

 

  

また、評価に基づく競争的な資金配分の状況を国立大学の収支構造から見る

と、国立大学の法人化の時点では競争的資金等が経常収支の８％であったもの

が、第二期中期目標が始まった時点では１４％まで拡大している。収支構造は、

当該年度の国立大学法人の決算について文部科学省が発表した資料から作成し

たものである。（シート７参照） 



 

３）国立大学教員養成課程の教員採用率 

 シート８に国立大学教員養成課程の卒業者の教員採用率を示す。 

 

 



   

７. 海外の主要な大学評価活動 

海外における主要な大学評価活動とその評価指標等の概要を以下に示す。 

 

１） 英・タイムズ紙の世界大学ランキング 

英国タイムズが発行する高等教育関係情報誌 The Times Higher は、2004 年

から、世界の大学を対象に毎年ランキングを作成し、公表している。ランキン

グ作成のための評価指標等は毎年のように変化している。2010 年版までは評価

観点別の順位点の合計により比較してきたが、2011 年版では、評価観点別で一

位にある大学の当該評価観点の数値に対する各大学の数値比率を観点別比重で

調整したものの合計により比較することに変更された。評価観点及びその比重

並びにそれらの内訳を簡潔に示すと次のようになる。 

① 教育 30％：研究者による主観的評価 15％、教員当り学部学生数 4.5％、

教員平均給与 2.25％、学士授与数当たり博士授与数比率 2.25％ 

② 国際化 7.5％：外国人教員比率 2.5％、外国人学生比率 2.5％、国際共著論

文比率 2.5％ 

③ 産学連携（教員当たり産学連携収入）2.5％ 

④ 研究 30％：研究者による主観的評価 18％、教員当たり研究収入 6％、

教員当たり論文数 6％ 

⑤ 研究論文引用度 30％ 

 

 



 

 

 

（以上、同ランキングのホームページ http://www.timeshighereducation.co.uk/ 

world-university-rankings/2010-2011/top-200.html から） 

 

 

２）上海交通大学の世界大学ランキング 

 上海交通大学では 2003 年から、毎年、世界大学ランキングを作成、公表して

いる。その評価指標等を以下に簡潔に示す。 

① 教育の質 10% ：卒業生のノーベル賞などの受賞状況 10% 

② 教員集団の質 40% ：教員のうちノーベル賞などの受賞状況 20%、頻繁に

論文が引用される研究者数 20% 

③ 研究成果 20% ：「Nature」と「Science」への論文掲載 20%、論文の被

引用状況 20% 

④ 教員一人当たり成果 10% 

 

 

 



 

 

（以上同ランキングのホームページ http://www.shanghairanking.com 

/index.html から） 

  

３）U.S. News & World Report 誌のベストカレッジズ 

 U.S. News & World Report 誌では 1983 年以来、毎年、米国内の大学を対象

にランキングを作成、公表している。その全国的な大学に関する評価指標等を

以下に簡潔に示す。 

① 学部教育の評判 22.5%：研究者による主観的評価（2／3）、高校進路指導相

談担当者による格付け（1／3） 

② 入学者の選抜度 15%：志願者に対する選抜率（1／10）、高校時クラス上位

一割内生徒数（2／5）、SAT 及び ACT の特定科目成績（1／2） 

③ 教員体制 20%：給与（35%）、博士学位取得率（15%）、フルタイム教員率（5%）、

http://www.shanghairanking.com/


教員一人当たり学生数（5%）、20 人以下の少人数授業受講学生数（20%）、

50 人以上の多人数授業受講学生数（10%） 

④ 卒業及び進級率 20%：在学 6 年内での卒業率（4／5）、新入生翌年度継続率

（1／5） 

⑤ 大学運営資金 10%：学生一人当たり資金額 

⑥ 卒業者寄付状況 5%：卒業者中の寄付率 

⑦ US News の予測卒業率と実際の卒業率の相違とその要因分析 

 

（U.S. News & World Report のホームページ http://colleges.usnews. 

rankingsandreviews.com/best-colleges から） 

 

３） 米・国立科学財団調査による R&D（Research and Development）支出 

上位 100 大学 

米国の国立科学財団（National Science Foundation：NSF）(7)は隔年で Science 

& Engineering Indicators を作成、刊行している。それには毎回 R&D 支出上位

100 大学のリストが掲げられている。各大学の R&D 支出額は、NSF の内部組

織である National Center for Science and Engineering Statistics (NCSES)が、

資金源別に R&D 支出額を調査したものであり、実質的にそれぞれの大学の研究

活動の活発度を反映したものと受け止められている。 



ただ、設置及び組織形態に同じような構造を有する州立大学をある場合には

キャンパスごとに示し(University of California に属する各キャンパスなど)、あ

る場合には一体で示す(University of Michigan)など平仄が合っていない面もあ

り、また Boeing 社や Microsoft 社が州内に立地する University of Washington

が常に上位にランクされるなどの様々な状況が反映されていると推測される面

もある。 

 

（７）日本では全米科学財団と訳されることが多いが、NSF は、法律に基づき、連邦議会及び大統領からそれぞれの

立法・行政権限、執行権限の一部を授権された独立行政庁であり、連邦政府を構成する組織である。筆者は NSF

に派遣されて以来、このような性格を踏まえ、民間団体と誤認されないよう国立科学財団と訳している。 

 

 

 

 

５）米ナショナルアカデミーの分野別博士課程評価 

米国ナショナルアカデミーは、国内大学の研究大学院 graduate school の博士

課程プログラムについて数値に基づく研究博士プログラム評価 A Data-Based 

Assessment of Research - Doctorate Programs を作成、公表している。 

その内容は、２１２大学の約５,０００プログラムを６２の分野別に分類し、

それぞれについて２０項目の情報を公表することで、当該分野の博士課程プロ



グラムを様々な観点から比較することを可能としている。情報公表項目には、

例えば、教員について出版状況、外部研究資金や学会賞等の獲得状況など、学

生について GRE スコア(8)、奨学金等財政支援状況、修了後の雇用状況など、当

該学位プログラムについて学生数、学位取得までの期間、教員構成などが含ま

れている。 

しかし、設定した分野分類が非常に細かく、多くの情報を公表しているので、

結果的に博士課程プログラムを比較して序列することが難しくなっている。 

 

（８）アメリカのニュー・ジャージー州プリンストンに本拠を置く非営利団体 ETS (Educational Testing Service)が

実施する大学院入学適性試験。ETS は他に SAT（大学入学適性試験）や TOEFL/TOEIC も実施している。 

 

 

（以上同アセスメントのホームページ http://www.nap.edu/rdp/から） 

 

６）海外の主要な大学評価活動の分類 

 

 １）から５）まで示した海外の主要な大学評価活動を１.で示した評価分類に

よって分類し、シート１上に位置付けたものをシート１４に示す。評価内容に

は関係者間の評判など主観的な評価に拠る部分が大きいとはいえ、評価要素や



そのウエイトを明確にして、一定の段階や水準への到達状況を示し、ランキン

グ等わかりやすい形式で相対的な価値評価を実現しようとするものが多く、日

本の大学評価活動とは全く異なる状況にある。 

 

８．大学の教育・教育活動に関する評価の難しさ 

 

 前節まで国内外の主要な大学評価活動の内容を確認し、評価上の分類を行い、

簡単な考察を加えてきたが、これらを通じて大学の教育・教育活動に関する評

価の難しさが改めて確認された。 

 国内外の主要な大学に関する評価活動において、教育・教育活動についての

評価の多くは、大学教員・研究者によるいわば仲間内の評判その他の主観的な

評価であるか、あるいは教育条件等に関する評価で、これらに卒業率や卒業後

就職状況など進路実績等に係る評価を加味したものである。上海交通大学の世

界大学ランキングはノーベル賞受賞等を教育水準に反映するのみで、実質的に

教育活動を評価対象としていない(9)。また教育条件等や卒業率、卒業後の進路実

績その他の教育成果に関する客観的な評価指標も、評価活動、評価主体ごとに

区々であった。これらを整理したものをシート１５に示す。 

 

 （９） 筆者は 2012 年 5 月に上海交通大学を訪れ、世界大学ランキングを作成、発表している組織の担当教授と意



見交換を行ったが、その際、当該教授もこのような見方を是認した。 

 

このような状況を勘案すると、大学の教育・教育活動について、共通の指標

により、あるいは大多数の関係者の支持を得て、一定の広がりをもって評価を

行うことは難しいと考えられる。このことは大学教育の社会的な効用について

明瞭な言葉での幅広い共通理解が形成されていないことの反映でもあり、また

大学の社会的効用を理論的に示すことの困難さを暗示するものであるかもしれ

ない。 

しかし、国内外の主要な大学評価活動の内容の確認、分類、考察を通じて、

日本の大学の評価活動に欠けるものや課題が明らかになり、今後の改善の方向

が浮かび上がってくる。そして、そのことが、大学の社会的な効用を理論的に

明らかにしようとする試みにも一定の示唆を与えるものになるとも考えられる。 

 

 

 

９．今後の教育・教育活動に関する評価の在り方 

 

本稿の趣旨は、大学教育の社会的効用を理論的に明らかにし、可視化する上

での示唆を得る観点から、大学の教育・教育活動に関する評価の状況を考察す



るというものであるが、これまで述べてきたように大学の教育・教育活動に関

する評価には期待するような示唆を得られるものは少ないようである。 

そこで、趣旨が逆になってしまうようであるが、大学教育の社会的効用を可

視化する上で有用と考えられる大学の教育・教育活動に関する評価の在り方を

考え、以下に提案する。 

 

１）多様な主体、観点、方法による多元的な評価 

１．に示したように、一口に評価と言っても、その趣旨や機能は様々であり、

大学評価についてわかりやすい一元的な仕組みを導入することは容易でないと

思われる。日本での大学評価制度の導入の経緯や海外の大学評価活動の状況も

このような見方を裏付ける。したがって、今後、大学やその教育研究活動に関

する評価を充実させ、その結果を公財政支出その他の資源配分に利用するので

あれば、多様な主体、方法、観点による多元的な評価制度及び評価活動を整備、

支援していくことが現実的と考えられる。特に教育活動については、国内外を

通じて、関係者による主観的な評価の比重が大きく、また客観的な評価指標も

評価活動、評価主体ごとに区々であった。したがって、大学の教育・教育活動

について、共通の指標により、あるいは大多数の関係者の支持を得て、一元的

に評価を行うことは特に難しく、多元的な評価が相応しいと考えられる。 

 

２）国立大学の存在理由に関連する固有の評価指標の導入 

国立大学法人評価における教育研究の現況分析については既に４．に記した

が、教育に関する評価内容は設置形態によらず大学全体に通じるものばかりで、

国立大学固有の評価指標が設けられていない。 

しかし、冒頭、「Ⅰ 本稿の趣旨」中の「２．大学評価を求める社会的な状況」

「１）資源投入に関する社会的効果と効率性の重視」等で述べたような状況を

勘案すると、国立大学、とりわけ大都市圏域外に立地する国立大学に対する必

要かつ適切な資源投入を確保していくためには、国立大学の存在理由を踏まえ

た固有の評価指標の導入が検討されなければならないだろう。 

国立大学の存在意義は、中央教育審議会の答申や国立大学法人化関係の報告

書等に、様々に論じられ、記述されているが、端的かつ明確な定義は示されて

いない(10)。  

 

（１０） 例えば、中央教育審議会答申「我が国高等教育の将来像」（2005.1）には次のように記述されているが、全

体としてよくわからないものとなっている。「国立大学については，国からの公的支援により支えられるという安定

性，学長任命や中期目標・中期計画に関する国の関与等の特性がある。これらは，国立大学が，国の高等教育政策

をより直接的に体現するという側面を持つことに由来する。したがって，国立大学には，例えば，世界最高水準の



研究・教育の実施，計画的な人材養成等への対応，大規模基礎研究や先導的・実験的な教育・研究の実施，社会・

経済的な観点からの需要は必ずしも多くはないが重要な学問分野の継承・発展，全国的な高等教育の機会均等の確

保等について政策的に重要な役割を担うことが求められる。そして，このような役割を十分に果たしていない場合

には，国立大学法人評価委員会の評価等も踏まえつつ大学の実情に応じた組織運営体制の改善が求められるべきも

のと考えられる。」 

 

ただ、筆者が高等教育局大学課課長補佐を務めていた時期（1987.5－1990.7）

には国会での質疑応答において国立大学の存在理由を以下に示すように説明し

ており、このような説明ぶりは国立大学の法人化時まで継続していた。 

存在理由ア 地域における高等教育の機会の保障(11) 

存在理由イ 学部及び大学院を通じた理工系分野の人材養成(12) 

存在理由ウ 計画的育成が必要な人材の育成(13) 

これらについて敷衍したものを注記する。 

 

（１１)  1984 年に行政改革の一環として個別国立機関の設置を法律から政令に変更した後も、個別の国立大学及び

その学部の設置は法律によることとされ、それらの名称と住所地都道府県名が国立学校設置法に記載されてい

た。その際の説明として、地域における高等教育の機会を保障するという国立大学の存在理由を踏まえて、そ

のことを実質的に担保する観点から、個別の大学、学部の名称と住所地を法律事項とする必要がある旨を行政

改革担当当局と内閣法制局に陳述し、了承された。国立大学法人化に際しても、同様の観点から、国立大学法

人及びその設置する大学の名称と当該法人の所在都道府県名を法律で定め、大臣が示す中期目標に学部名を記

載することとなった。 

（１２）1970 年代までは、主として学部段階での人材育成の必要性が強調され、工学部の拡充、工業短期大学の学

部昇格等が進められた。1980 年代後半からは、大学・学部の増設抑制という臨時行政調査会答申もあって、大

学院修士・博士課程での人材育成に国立大学の存在理由に係る説明の重点をシフトし、いわゆる地方国立大学の

工学系学部に係る大学院博士課程の設置、先端科学技術大学院大学など新構想の大学院の設置、いわゆる旧帝国

大学等の大学院重点化が進められた。 

（１３）計画的人材育成の対象職種・業種は、小・中学校教員、高校教員、医師、歯科医師、獣医師、看護師、航海

士等の船舶職員 

 

このような国立大学の存在理由に関する説明ぶりを踏まえれば、国立大学法

人やその設置する大学の評価には、次のような国立大学固有の評価指標の導入

が検討されるべきものと考えられる。 

指標例ア 地域内高等学校卒業者の当該大学への入学状況 

指標例イ 理工系分野等の卒業者について 

・卒業後一定期間経過後の被正規雇用率や起業率 

・企業など採用者の視点からの評価 



指標例ウ 教員、医師など計画的人材育成分野に関する就業率や地元就業率 

 

３）利害関係者の視点からの評価指標の導入 

 大学教育の社会的効用を可視化、理論化する上で、大学の教育や教育活動に

関する評価を有用なものとするためには、評価活動に利害関係者の視点からの

評価指標を導入し、当該指標や評価手法、評価結果の評価に関する研究を積み

重ねることが必要かつ効果的と考えられる。 

なお、冒頭で述べたように、利害関係者の視点からの評価指標と言っても、

利害関係者の価値観に基づく効用や主観的な判断等を一方的に反映したもの、

あるいは大学の教育研究の改善や水準の向上等に結びつかないものであっては

ならない。利害関係者の視点からの評価指標の設定等には、大学の教育研究上

の特性が尊重され、大学教育の社会的効用等に関する研究成果を踏まえつつ、

大学関係者が主体となって設計、構築されるべきものと考える。 

 さて、大学教育の利害関係者をどう定義するかについては様々な意見が予想

されるが、本稿では大学教育の評価というテーマに関連して利害関係者を設定

する。組織の評価に関連して当該組織の利害関係者をどうとらえるかについて

は企業評価に関する研究が進んでいると思われるので、それを参考にする。

「Corporate Reputation－測定と管理」（テリ－・ハニングトン）（ダイヤモン

ド社）によれば、利害関係者とは株主、銀行、取引先、顧客、アナリスト、地

域住民、経営者と従業員とされている。これを大学に準えると、利害関係者は

国、国民、研究受託や物品調達の相手先企業、卒業者を採用する企業、入学者

を送り出す高校、学生と学費負担者である保護者、大学受験情報及び就職情報

関係者、所在地方公共団体・関係者と地域住民、国立大学法人・学校法人役員

と教職員となる。国は国立大学法人の出資者及び学校法人に対する財政支援者

として、国民はその原資を負担する納税者として株主や銀行の立場に立つ。ま

た、大学は特別な社会システムなので、社会システムの主管者としての文部科

学省も利害関係者に含まれるだろう。 

このように大学教育には様々な利害関係者が存在するが、これらのうち、国、

文部科学省、国民、それぞれの視点からの評価指標は政策形成や法令手続き等

を通じて、既存の大学評価制度に反映されているものと考えられる。また、大

学関係法人の役員・教職員の視点からの評価指標は、自己評価から発展してき

た歴史的経緯と大学評価政策の形成に関連する審議会に大学関係者が多数参画

している状況を勘案すれば、現在でも十分過ぎると思われる。さらに大学受験

情報及び就職情報関係者の視点からの評価指標に基づく評価活動は、当該関係

者による事業として既に広く行われ、大きな影響力を発揮している。 

したがって、今後、その視点からの評価指標の導入を検討する必要がある利



害関係者は、卒業者を採用する企業、入学者を送り出す高校、そして学生と学

費負担者である保護者とすることが適当である。さらに、教育という行為の特

性から、その成果や社会的な効用を評価するのは教育の実施後であることが相

応しい。すると、評価指標や評価手法、評価結果の評価に関する研究を積み重

ねることの実効が期待できるのは、卒業後の学生（及びその保護者）と卒業者

を採用する企業の視点からの評価指標となる。    

 

４）雇用者の視点からの評価の在り方 

ア 雇用者の視点からの主観的な評価を集約した評価指標 

採用する企業の視点からの評価指標に基づく大学評価活動はこれまでも有形

無形様々な方法で行われてきている。かつては就職面接の対象を特定大学卒業

予定者に限定するという指定校制度が公然と行われていたし、現在でも、多く

の企業が一定の方針の下に特定の大学で会社説明会を実施している。それらに

まして多くの大企業では大学卒業者の採用に関する詳細な方針と手順を定め、

それに沿って就職希望者の面接等を行い、一定期間にわたって一定数の学生を

採用し、採用後の一定期間に観察を継続することなどを通じて、大学教育と学

生に関する一定の評価を形成し、社内関係者間で共有している。一昨年末から

昨年夏にかけて、筆者は大学におけるグローバル人材の育成をテーマに、25 社

の採用担当役員・執行役員・部長等を訪問して長時間のインタビューを実施し

た。このインタビューを通じて、各社が採用に関する方針と手順等を明確に定

めていること、面接や採用後の観察を通じて、大学教育と学生に関する一般的

及び個別的な評価を固め、採用担当組織内で共有していることを知って驚いた。

それらの評価は担当者個人の主観的な評価の集積というより、組織内での意見

交換等を経て組織的に形成され共有されたものと考えている。 

このことを前提にすれば、一定数以上の学生を継続的に採用する企業の採用

方針や現在の大学教育や学生について積極的に評価している内容等を集約して、

評価指標を設定することも十分可能と考えられる。 

 

イ 企業活動に必要な資質能力の設定とそれに基づく当該資質能力の育成に関

する評価指標 

 アで述べた評価指標の設定は、実際に行われている採用活動等に拠るものな

ので比較的容易に行える。筆者が研究代表者を務めた国立教育政策研究所プロ

ジェクト研究「大学におけるグローバル人材に関する調査研究」では、前述の

インタビュー調査結果を踏まえて、「大学におけるグローバル人材育成に関する

指標」を策定した(14)。 

 



（１４）「大学におけるグローバル人材育成に関する調査研究報告書」（国立教育政策研究所）（2011 年 8 月）所収 

 

 しかし、採用活動等を通じて形成された大学教育や学生に関する評価は、大

学教育の成果以上に就職を希望する学生の個人的資質能力に着目したものであ

り、採否を判断する際のネガティブ・チェックや大学教育の足らざる点を補完

する訓練や経験を確認あるいは設定する根拠として利用されることも多い性格

のものである。このため、大学教育の社会的効用の可視化、理論化に資する大

学教育に関する評価指標の導入という点では、十分な成果が期待できないとも

懸念される。そこで、大学卒業者が、企業の専門的従業員あるいは幹部従業員

として、企業活動に従事するためにどのような資質能力が求められるかを調査

研究し、その結果に基づいて様々な業種・職種の別に大学卒業程度の従業員に

必要な資質能力を設定し、それらの資質能力を育成しうるかどうかを大学教育

の評価指標とすることが考えられる。そのような評価指標は客観的な評価であ

るから、大学教育の評価にも極めて効果的と思われる。何より、必要な資質能

力の設定、評価指標の導入、評価指標に基づく大学教育の改善、その結果を踏

まえた必要な資質能力の再設定と評価指標の改善というサイクルを通じて大学

教育の社会的効用を可視化し、理論化することが可能になると期待される。 

 


